
3-3 生息環境管理

被害を防ぎたい場所では、物理的な防除や追い払い、捕獲により緊張を高めるなどして、居心地の悪い場所とし

ていく。加えて、ピンポイントでの生息環境管理として、鳥の食物になる収穫残さなどを残さない（コラム「カラスの

数を増やさないための餌管理」参照）、止まり場（あたりを見渡せる樹木や電柱など）や、天敵からすぐに逃避できる

潜み場（やぶ、水場など）をつくらないなどして、鳥が安心して採食・休息できない環境にすることも有効である。

生息を許容できる場所では、物理的な防除や追い払い、駆除は行わない。生息を許容できる期間（収穫後など被

害対策が不要な時期）には、防鳥網や追い払い道具は撤収する。加えて、鳥の生息を許容するために、積極的に環境

を整備・創出することも有効である。具体的には、稲田では秋起こしをせず、鳥の採食場所となるように落穂や二番

穂を残しておいたり、より積極的には代替餌としてくず麦を散布・発芽させたりして「代替採食地」を整備し、そこへ

鳥を引き寄せておくやり方がある（4-3参照）。これと同時に被害を防ぎたい場所では追い払いなどの対策をするこ

とで、追い払い効果も高まり、被害を軽減しやすくなる。

被害を防ぎたい場所と生息を許容する場所、それぞれでとる手段はその場所ピンポイントに行われるものだが、

広いスケールでみると、これらはひとつながりの生息環境管理となる。ある場所に対して通年でどちらかの役割を

固定することはなく、必要な時期・場所について被害を防ぐ場所とし、そうでない時期・場所は鳥の生息を許容して

もよい場所として役割を分ける（4-1参照）ことによって、被害を軽減しながら、農地全体として鳥と共存することは

不可能ではないと考えられ、むしろ、もともと人里に生息する鳥との適切な距離感ともいえる。

ただし、農地での生息環境管理によって農業害鳥の個体数が増えることは、意図するところではない。農地に残し

た収穫残さや、代替採食地を創出する取り組みが鳥の集中を招いて、餌付けのようになっては上手くない。あくまで

も、鳥害対策の一環としての生息環境管理であることを念頭に取り組む。

そのためには、定期的に対象鳥類の個体数を調査・記録するモニタリングが重要である。ガン・カモ類など渡り鳥ではも

ともと渡来数の年変動が大きいため、モニタリングを長年継続し、長期的な個体数の動向に注意していく必要がある。

鳥獣被害対策における「生息環境管理」とは、農作物被害が生じる背景や理由について、鳥獣の生息環境の面

から考え、被害を減らすための環境管理や改善を行うことである。この「生息環境管理」を適切に行うことで、

「侵入防止」（3-2）や「捕獲」（3-4）の効果を高めることにもつながるという点は、鳥獣とも共通している。

しかし、鳥を対象とする場合には、獣での生息環境管理とは大きく異なる点がある。それは、3-1でも説明した、

「農業害鳥のほとんどは、もともと人里を生息環境にしている」という大前提である。

もともと人里が生息環境であるため、人里から農業害鳥をすべて追い払ったり、駆除したりすることは現実的

でない。鳥は飛べるので、山と人里（農地）の間に境界線はないし、獣害対策のように、柵を設けるなどして二次

元で囲うことは意味をなさない。ある場所で捕獲（駆除）をしても、そこに食物があれば周辺からすぐに他の個体

が飛来（移入）するので、被害の軽減には結び付かない（捕獲については3-4で詳しく解説）。

獣の生息環境管理で行われる、誘引物の除去や緩衝帯の整備を通じて「獣は山、人は里で場所を分ける」とい

う考え方は、鳥類に対しては成り立たない。

3-３-１

前項を踏まえると、鳥害対策では、農地環境という空間の中で、鳥の生息を許容しつつ、被害を軽減することが

テーマであり、鳥類相手の生息環境管理の大きな方向性である。

鳥類が生息するには、食環境（十分な食物があること）と住環境（安心して繁殖や休息ができる場所）の2つの

条件が必須である。この条件が、農作物被害を防ぎたい場所で重複してしまったときに、人にとって被害となる。

これを重複しないように調整していくことが、鳥害対策における生息環境管理の基本的な考え方となる。

被害を防ぎたい場所と、鳥の生息を許容してもよい場所を、人里の中で時空間的な「強弱」をつけて見出すこ

と、折り合いをつけられる妥協点を探し、地域全体としてバランスを維持していくことが、広いスケールでの生息

環境管理の目標となる。

基本的な考え方3-３-2

具体的な手段（「強弱」を付けるやり方）3-３-3
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・物理的防除
防鳥網を張るなど

・追い払い
防鳥器具の使用など

・銃器での捕獲
鳥と人との緊張関係を生む

・食環境の管理
作付方法の工夫など営農管理
稲の二番穂や収穫残さなど

・住環境の管理
繁殖・休息に適した環境、
止まり場、潜み場など
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3-4 被害軽減のための捕獲
カラスは雑食性で、生ゴミや墓地の供物、作物の収穫残さ、家畜飼料などの餌をめざとく見つけて食べ

る。このような人の活動に由来する餌は、カラスの食物のかなりの割合を占める。カラスの死亡は春先に多

く、畜舎に集まるカラスの数も冬から春にかけて多いことから、冬から春の時期はカラスの食物が不足する

時期であると考えられる。この時期に、人間活動に由来する餌が得られれば、自然条件では死亡していたカ

ラスが生存することにつながる。生ゴミ用の素掘り穴には蓋をする、コンポスト容器を使う、墓地の供物は

置いたままにせず片付ける、くず野菜や廃果を野積みにしない、畜舎・家畜飼料庫・堆肥舎の侵入対策とい

った、カラスの餌対策を進め、餌量の制限によって地域に棲めるカラスの数の上限を低くすることが必要で

ある。

生ゴミを捨てた穴

吉田（2006）農業技術 61（10）: 445-449.

かき園の廃果 捨てられたくずメロン

カラスの数を増やさないための餌管理コラム

狩猟と有害鳥獣捕獲により、全国で年間にカラス類22.1万羽、カモ類17.1万羽、ヒヨドリ9.2万羽、ハト類9.0万

羽、スズメ類2.1万羽、ムクドリ1.6万羽などが捕獲されている（2019年度環境省統計）。しかし、捕獲することで

鳥の個体数を減少させることは困難であり、可能であってもコストに見合わない。鳥は獣に比べると移動能力や

繁殖力が高いため、多少捕獲しても他の場所からの移入や繁殖により、その地域の食物の量に応じた個体数にす

ぐ回復してしまうためである。

カラスでは、小屋型のカラス捕獲わなが多く用いられるが、捕獲される個体は多くが1歳未満である。カラス

は、年間に繁殖参加個体数と同数程度のヒナを巣立たせ、巣立ち後の若鳥はなわばりを持たない非繁殖個体とし

て群れ生活を送るうちに、多くは途中で死亡すると考えられる。日本の平野部におけるハシブトガラスとハシボソ

ガラスを合わせた巣立ちヒナ数は年間約90万羽という試算があり、年間約22万羽という捕獲数はこの値を大き

く下回る。したがって、現在の捕獲は余剰の若鳥の一部を除去しているに過ぎず、自然界で淘汰されるはずの若

鳥を人がコストをかけて捕獲していることになる。

ヒヨドリ、ムクドリ、ハト類、スズメ等は1年に複数回の繁殖をするため、捕獲による個体数の管理はさらに困難

であるし、冬鳥のカモ類は餌量や寒波に応じて年により渡来数が異なり、またひと冬の中でも広域に滞在場所を

変えるため、ある地域の個体数を捕獲によって管理することは困難である。

鳥類の捕獲数は、狩猟者登録数の減少につれ、ほとんどの種で近年は大きく減っている。カラス類は1990年代

の中頃には年間45万羽前後が捕獲されていたが、2019年度までに、ほぼ半減している。カラス類の生息個体数

の変化に関するデータは無いが、農作物被害面積・量・金額は、この期間に一貫して減少傾向をたどっており、捕

獲数の減少が被害の増加にはつながっていない。

これらを踏まえると、狩猟や駆除の意義は、鳥の個体数の調整ではなく、鳥と人との緊張関係の維持や高める

ことにあり、その結果追い払い器具を含めた防鳥機器の効果も高めることができる。守りたい圃場付近で少数で

も銃器によって駆除することで、鳥にその場所や人間が本当に危険であることを学習させることができる。

鳥の捕獲は、被害のない時期や被害圃場から遠い場所で実施しても意味がなく、守りたい圃場付近で、被害の

起こる直前から要防除期間にかけて、銃器によって実施するのがよい。カラスにおいては、銃器を持つ駆除隊と

モデルガンを持つパトロール隊で共通の橙色ジャンパーを着用するなど、駆除と見回りを組み合わせた攻撃的な

追い払いを行って成功している事例もある（コラム「効果的な追い払い」）。小屋型のカラス捕獲わなを使う場合

には、被害発生時期に、加害個体を捕獲することを目的とする。なお、人獣共通感染症や動物福祉の観点から衛

生管理も適切に行う必要がある。

農研機構　研究成果情報「平地農村地域のカラス類は繁殖個体と同数程度の巣立ちヒナを生産」

https://www.naro.go.jp/project/results/laboratory/narc/2006/common06-39.html
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